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グリーンイノベーション基金事業に関する特別約款 

 

２０２１年５月２４日制定 

２０２２年３月３１日改正 

 

 

（取組状況の確認等及び社会実装計画の審査の実施） 

第１条 業務委託契約約款（以下「原約款」という。）第７条は「甲の主務省である

経済産業省は、原約款で定める委託期間中に毎事業年度、グリーンイノベーション

基金事業の基本方針（以下「基本方針」という。）に基づき、産業構造審議会のグ

リーンイノベーションプロジェクト部会（以下「部会」という。）の下に設置され

る分野別ワーキンググループ（以下「ＷＧ」という。）による取組状況の確認・評

価（以下「ＷＧによる取組状況の確認等」という。）を実施することとし、乙は受

け入れるものとする。また、甲は、ＷＧ及び部会による事業の中止に係る意見の決

議を踏まえて、第１０条、第１１条の規定にかかわらず、委託期間内においても、

経済産業省と協議の上、甲の判断により契約内容の変更、委託期間の変更又は委託

業務の中止ができるものとし、乙は受け入れるものとする」とする。 

２ 原約款第８条は「甲は、業務委託契約書で定める委託期間の最終年度に、基本方

針に基づき、社会実装計画の審査（以下「甲による社会実装計画の審査」という。）

を行うこととし、乙はこれを受け入れるものとする。また、甲は、委託期間終了後

に、事業化の状況等の調査（以下「追跡評価等」という。）を行うことができるも

のとし、乙はこれを受け入れるものとする」とする。 

３ 原約款第９条中「甲が別に定める基本計画」とあるのは、「プロジェクト毎に担

当省庁が別に定める研究開発・社会実装計画（以下「研究開発・社会実装計画」と

いう。）」とする。 

４ 原約款第２７条中「事業化計画」とあるのは、「事業戦略ビジョン」とし、原約
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款第２７条第２項「速やかにその旨を甲に説明するものとする」とあるのは「ＷＧ

による議論を経て、第１１条に基づき、甲の承認を受けなければならない」とする。 

 

（乙等が締結する契約の相手方の制限） 

第２条 乙、再委託先及び共同実施先（以下「乙等」という。）は、委託業務を実施

するために締結する契約（売買、請負その他の契約であり契約金額１００万円未満

のものを除く。）をするに当たり、経済産業省から補助金交付等停止措置又は指名

停止措置が講じられている事業者を契約の相手方としてはならない。ただし、委託

業務の遂行上、当該事業者でなければ委託業務の遂行が困難又は不適当である場

合、甲の承認を受けて当該事業者を契約の相手方とすることができる。 

２ 甲は、乙等が前項の規定に違反して経済産業省からの補助金交付停止措置又は

指名停止措置が講じられている事業者を契約の相手方としたことを知った場合

は、乙に対し、必要な措置を求めることができるものとし、乙は甲から求めがあっ

た場合は、その求めに応じなければならない。 

３ 前二項の規定は、委託業務の一部を第三者に請け負わせ、又は委託し、若しくは

共同して実施する体制が何重であっても同様に取り扱うものとし、乙は、必要な措

置を講じるものとする。 

 

（改善点の指摘及び事業の中止決定） 

第３条 ＷＧによる取組状況の確認等の結果を踏まえて、ＷＧが経営者のコミット

メントを含めた事業推進体制が不十分であると判断した場合、ＷＧは乙に対して

改善点を指摘する。 

２ 乙は、ＷＧによる取組状況の確認等の実施のために、甲が別に定めるマネジメン

トシートを甲の指定する期間内に甲に提出しなければならない。 

３ 甲は、ＷＧにより第１項に規定する改善点の指摘がなされた場合、速やかに、乙

に対し必要な指示とともに当該改善点を通知するものとする。 
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４ 甲は、前項の改善点の通知を受けた乙に対して、改善点の通知日が属する事業年

度の翌事業年度（以下「改善点通知日の翌事業年度」という。）以降の委託業務の

実施に要する経費に係る原約款第１２条第１項に定める概算払をしないものとす

る。ただし、改善点通知日の翌事業年度以降のＷＧによる取組状況の確認等におい

て十分な対応が見られたときは、この限りでない。 

５ 改善点通知日の翌事業年度のＷＧによる取組状況の確認等により十分な対応が

見られない場合には、ＷＧは事業の中止に係る意見を決議し、部会の最終決定を経

て、経済産業省と協議の上、甲が事業の全体又は一部の中止を決定する。ただし、

機構は、技術潮流や国内外の競争環境の著しい変化、研究開発期間中の著しい経済

情勢の変動、天災地変その他不可抗力（感染症の拡大、紛争等）又は委託業務開始

時点で予見することのできない事由であって乙の責任によらない事情があるとＷ

Ｇが認めた場合については、乙の希望に基づき、ＷＧによる乙に対する改善点の指

摘及び事業の中止に係る意見を経ることなく、経済産業省と協議の上、事業を中止

できる。 

６ 前項本文に基づき甲が事業の中止を決定した場合、甲は、改善点の通知を受けた

乙に対して当該業務の中止を通知するものとし（以下、当該通知を「業務中止通

知」といい、業務中止通知がなされた日を「業務中止通知日」という。）、原約款第

１０条、第１１条の規定にかかわらず、改善点の通知日が属する事業年度をもっ

て、委託期間は終了したものとみなす。 

７ 業務中止通知がなされた場合における原約款第１５条第１項に基づき甲が支払

うべき額として確定する額とは、委託業務の実施に要した経費の額と前項により

委託期間の変更に伴い変更された契約金額のいずれか低い額から、改善点の通知

日が属する事業年度の委託業務に要した経費の額と当該年度の限度額のいずれか

低い額に目標達成度、目標困難度及び公共性等を勘案した係数（研究開発・社会実

装計画に定める返還率のいずれか）を乗じた金額（その金額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた金額）を減じた額（以下「事業終了時の確定額」

４ 甲は、前項の改善点の通知を受けた乙に対して、改善点の通知日が属する事業年

度の翌事業年度（以下「改善点通知日の翌事業年度」という。）以降の委託業務の

実施に要する経費に係る原約款第１２条第１項に定める概算払をしないものとす

る。ただし、改善点通知日の翌事業年度以降のＷＧによる取組状況の確認等におい
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て、経済産業省と協議の上、甲が事業の全体又は一部の中止を決定する。ただし、

機構は、技術潮流や国内外の競争環境の著しい変化、研究開発期間中の著しい経済

情勢の変動、天災地変その他不可抗力（感染症の拡大、紛争等）又は委託業務開始

時点で予見することのできない事由であって乙の責任によらない事情があるとＷ

Ｇが認めた場合については、乙の希望に基づき、ＷＧによる乙に対する改善点の指

摘及び事業の中止に係る意見を経ることなく、経済産業省と協議の上、事業を中止

できる。 

６ 前項本文に基づき甲が事業の中止を決定した場合、甲は、改善点の通知を受けた

乙に対して当該業務の中止を通知するものとし（以下、当該通知を「業務中止通知」

といい、業務中止通知がなされた日を「業務中止通知日」という。）、原約款第１０

条、第１１条の規定にかかわらず、改善点の通知日が属する事業年度をもって、委

託期間は終了したものとみなす。 

７ 業務中止通知がなされた場合における原約款第１５条第１項に基づき甲が支払

うべき額として確定する額とは、委託業務の実施に要した経費の額と前項により

委託期間の変更に伴い変更された契約金額のいずれか低い額から、改善点の通知

日が属する事業年度の委託業務に要した経費の額と当該年度の限度額のいずれか

低い額に目標達成度、目標困難度及び公共性等を勘案した係数（研究開発・社会実

装計画に定める返還率のいずれか）を乗じた金額（その金額に１円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた金額）を減じた額（以下「事業終了時の確定額」
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という。）とする。 

８ 乙は、概算払の額が前項の事業終了時の確定額を超えるときは、甲の請求により、

甲が指定する期日までに、過払金を甲に返還しなければならない。 

９ 乙は､前項の過払金を甲の指定する期日までに返還しないときは、未返還金額に

対して指定期日の翌日から返還する日までの日数に応じ、民法第４０４条に定め

る法定利率で算出した延滞金を支払わなければならない。 

10 甲が事業の中止を決定した場合、改善点の通知日が属する事業年度以降（ただし、

業務中止通知日が属する事業年度を除く）に取得した原約款第２０条第１項に規

定する甲に帰属する取得財産（以下「取得財産」という。）に係る原約款第２０条

の２第４項に規定する譲渡価格については、取得価額から取得価額に係数（研究開

発・社会実装計画に定める返還率のいずれか）を乗じた金額（その金額に１円未満

の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を減じた額を取得価額とし、取

得日から事業終了日までを算定期間として算定する。 

11 甲が事業の中止を決定した場合、事業中止通知日が属する事業年度に乙が取得し

た取得財産については、原約款第２０条第１項にかかわらず、第６項に基づき委託

期間が終了することをもって、初めから甲に帰属しなかったものとみなす。 

12 原約款の規定にかかわらず、甲は、甲が事業の中止を決定した場合、これにより

乙又は第三者に生じた一切の損害について、何らの賠償及び補償をすることは要

しないものとし、乙は、甲に対し、原約款に基づく請求、その他法律上の原因を問

わず、損害賠償請求、返還請求等をすることはできないものとする。 

 

（目標達成度等に応じた甲及び乙の負担割合の変動） 

第４条 乙は、甲による社会実装計画の審査のために、甲が別に定める社会実装計画

を甲の指定する期間内に甲に提出しなければならない。 

２ 乙が各事業年度に受けられる概算払の上限額（以下「各年度概算払上限額」とい

う。）は、当該年度の委託業務の実施に要した経費の額と当該年度の限度額のいず
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対して指定期日の翌日から返還する日までの日数に応じ、民法第４０４条に定め

る法定利率で算出した延滞金を支払わなければならない。 

10 甲が事業の中止を決定した場合、改善点の通知日が属する事業年度以降（ただし、

業務中止通知日が属する事業年度を除く）に取得した原約款第２０条第１項に規

定する甲に帰属する取得財産（以下「取得財産」という。）に係る原約款第２０条

の２第４項に規定する譲渡価格については、取得価額から取得価額に係数（研究開
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た取得財産については、原約款第２０条第１項にかかわらず、第６項に基づき委託

期間が終了することをもって、初めから甲に帰属しなかったものとみなす。 

12 原約款の規定にかかわらず、甲は、甲が事業の中止を決定した場合、これにより

乙又は第三者に生じた一切の損害について、何らの賠償及び補償をすることは要

しないものとし、乙は、甲に対し、原約款に基づく請求、その他法律上の原因を問

わず、損害賠償請求、返還請求等をすることはできないものとする。 

 

（目標達成度等に応じた甲及び乙の負担割合の変動） 

第４条 乙は、甲による社会実装計画の審査のために、甲が別に定める社会実装計画

を甲の指定する期間内に甲に提出しなければならない。 

２ 乙が各事業年度に受けられる概算払の上限額（以下「各年度概算払上限額」とい

う。）は、当該年度の委託業務の実施に要した経費の額と当該年度の限度額のいず
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れか低い額から、当該金額に研究開発・社会実装計画に記載するインセンティブ率

（以下、単に「インセンティブ率」という。）を乗じた額（その金額に１円未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を減じた額とする。 

３ 甲は、野心的な研究開発・社会実装の継続に対するコミットメントを高める観点

から、事業終了時点における目標の達成度に国費負担額を連動させる成果報酬の

ようなインセンティブ措置を講じることとし、その手段として甲による社会実装

計画の審査やＷＧでの議論の結果を踏まえ、原約款第１５条第１項に基づき甲が

支払うべき額として確定する額の一部として、乙に対してインセンティブ額（委託

業務の実施に要した経費の総額と契約金額とのいずれか低い額にインセンティブ

率を乗じた額に目標の達成度に応じた係数（以下、単に「目標達成度係数」とい

う。）を乗じた金額（その金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てた金額））を支払うことができる。ただし、インセンティブ額の算定にあたり目

標の達成度に応じた係数が１でない場合は、契約金額を、前項の各年度概算払上限

額の総額にインセンティブ額を加えた額に変更した上で、原約款第１５条第１項

に基づき甲が支払うべき額を確定する。 

４ 甲は、前項の審査の結果について、乙に通知する。 

５ 乙は、前項の通知を受けたときは、原約款第１６条の規定に準じて、確定額を請

求するものとする。 

６ 原約款第２０条の２中「取得価額」とあるのは、「取得価額から乙負担分を減じた

額」とする。 

７ 前項に規定する乙負担分とは、取得価額にインセンティブ率を乗じた額に、１か

ら目標達成度係数を減じた数を乗じた額（その金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた金額）とする。 

 

（取得財産の処分の制限） 

第５条 原約款第２０条第１項に規定する甲に帰属する取得財産は、補助金等に係

れか低い額から、当該金額に研究開発・社会実装計画に記載するインセンティブ率

（以下、単に「インセンティブ率」という。）を乗じた額（その金額に１円未満の

端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）を減じた額とする。 

３ 甲は、野心的な研究開発・社会実装の継続に対するコミットメントを高める観点

から、事業終了時点における目標の達成度に国費負担額を連動させる成果報酬の

ようなインセンティブ措置を講じることとし、その手段として甲による社会実装

計画の審査やＷＧでの議論の結果を踏まえ、原約款第１５条第１項に基づき甲が

支払うべき額として確定する額の一部として、乙に対してインセンティブ額（委託

業務の実施に要した経費の総額と契約金額とのいずれか低い額にインセンティブ

率を乗じた額に目標の達成度に応じた係数（以下、単に「目標達成度係数」という。）

を乗じた金額（その金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金

額））を支払うことができる。ただし、インセンティブ額の算定にあたり目標の達

成度に応じた係数が１でない場合は、契約金額を、前項の各年度概算払上限額の総

額にインセンティブ額を加えた額に変更した上で、原約款第１５条第１項に基づ

き甲が支払うべき額を確定する。 

４ 甲は、前項の審査の結果について、乙に通知する。 

５ 乙は、前項の通知を受けたときは、原約款第１６条の規定に準じて、確定額を請

求するものとする。 

６ 原約款第２０条の２中「取得価額」とあるのは、「取得価額から乙負担分を減じた

額」とする。 

７ 前項に規定する乙負担分とは、取得価額にインセンティブ率を乗じた額に、１か

ら目標達成度係数を減じた数を乗じた額（その金額に１円未満の端数があるとき

は、その端数を切り捨てた金額）とする。 

 

（取得財産の処分の制限） 

第５条 原約款第２０条第１項に規定する甲に帰属する取得財産は、補助金等に係



グリーンイノベーション基金事業に関する特別約款（新） グリーンイノベーション基金事業に関する特別約款（旧） 

る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第２２条が準用

される。 

２ 甲は、前項の取得財産について、原約款第２０条の２第５項に規定する確認書の

内容を適切と認めたとき又は指定期限までに乙が確認書を提出しないときは、必

要に応じて、経済産業大臣に財産処分の申請書等を提出するものとする。 

３ 乙は、経済産業大臣による承認にあたり条件が付された場合は、その条件に従

い、取得財産を処分するものとする。 

 

（外国法人の特例） 

第６条 乙が外国法人であるときは、原約款第３１条第１項中「乙に帰属するものと

する」とあるのは「原則甲乙の共有とし、甲の持分は、甲及び乙の持分の合計の５

０％以上とする（以下甲乙が共有する知的財産権を「共有知的財産権」という。）」

とする。 

２ 前項の場合、原約款第３１条第３項第四号、第３１条第４項及び第５項、第３１

条の３、第３１条の４第１項、第３項及び第４項、第３１条の５並びに第３３条第

３項及び第４項の「知的財産権」とあるのは「知的財産権の持分」と読み替えるも

のとする。 

３ 委託期間及び委託期間終了後の共有知的財産権の出願、登録及び維持に係る費

用（以下「出願等費用」という。）は、乙が甲の持分に係る出願等費用も負担する

ものとする。ただし、乙が持分の全部を放棄した場合は、この限りでない。 

４ 委託期間であって、甲が承認した場合は、出願に係る費用を委託業務の実施に要

した経費として計上することができる。 

５ 乙が第三者に対して共有知的財産権の利用許諾をする場合は、特別約款様式第

１による共有知的財産の利用許諾申請書により、あらかじめ甲の承認を得なけれ

ばならない。 

６ 甲は、共有知的財産権について、第三者に対して任意に利用許諾をすることがで

る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）第２２条が準用

される。 

２ 甲は、前項の取得財産について、原約款第２０条の２第５項に規定する確認書の

内容を適切と認めたとき又は指定期限までに乙が確認書を提出しないときは、必

要に応じて、経済産業大臣に財産処分の申請書等を提出するものとする。 

３ 乙は、経済産業大臣による承認にあたり条件が付された場合は、その条件に従

い、取得財産を処分するものとする。 

 

（外国法人の特例） 

第６条 乙が外国法人であるときは、原約款第３１条第１項中「乙に帰属するものと

する」とあるのは「原則甲乙の共有とし、甲の持分は、甲及び乙の持分の合計の５

０％以上とする（以下甲乙が共有する知的財産権を「共有知的財産権」という。）」

とする。 

２ 前項の場合、原約款第３１条第３項第四号、第３１条第４項及び第５項、第３１

条の３、第３１条の４第１項、第３項及び第４項、第３１条の５並びに第３３条第

３項及び第４項の「知的財産権」とあるのは「知的財産権の持分」と読み替えるも

のとする。 

３ 委託期間及び委託期間終了後の共有知的財産権の出願、登録及び維持に係る費

用（以下「出願等費用」という。）は、乙が甲の持分に係る出願等費用も負担する

ものとする。ただし、乙が持分の全部を放棄した場合は、この限りでない。 

４ 委託期間であって、甲が承認した場合は、出願に係る費用を委託業務の実施に要

した経費として計上することができる。 

５ 乙が第三者に対して共有知的財産権の利用許諾をする場合は、特別約款様式第

１による共有知的財産の利用許諾申請書により、あらかじめ甲の承認を得なけれ

ばならない。 

６ 甲は、共有知的財産権について、第三者に対して任意に利用許諾をすることがで
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きるものとし、乙はあらかじめこれに同意するものとする。 

７ 甲は、共有知的財産権の自己持分を放棄する場合は、その旨を乙に通知するもの

とする。 

８ 甲、乙又は甲乙共同して、第三者に対して共有知的財産権の利用許諾を行う場合

は（以下当該第三者を「利用許諾先」という。）、あらかじめ利用許諾先との間で次

に掲げる事項を合意しなければならない。 

 一 甲又は乙は、共有知的財産権の自己持分を利用許諾先の承認を得ることなく、

放棄できること（ただし、甲又は乙が利用許諾先に対して１年以下の知的財産権維

持義務を負う場合を除く。） 

 二 利用許諾先が共有知的財産権を自ら利用したことにより生じた一切の責任や

損害賠償から甲及び乙が免責されること  

三 利用許諾先の合併、会社分割等の組織再編、事業譲渡、株式譲渡等により、経

営環境又は経営体制に著しい変化が生じた場合に利用許諾契約を解約できること 

 

（経理責任者による適切な経費の使用の確認） 

第７条 乙は、委託業務の実施に要する経費を適切に使用するため、実施計画書に定

められた経理責任者（以下、単に「経理責任者」という。）に別紙に掲げる誓約事

項（以下「誓約事項」という。）を遵守させることとし、経理責任者が誓約事項に

違反した場合には、乙が一切の責任を負うものとする。 

 

（委託業務の成果の情報発信） 

第８条 原約款第２６条第１項中「適切に発表又は公開することとする。」とあるの

は、「適切に発表又は公開するとともに、乙のホームページ等を通じて国民に対し

て分かりやすい形で公開することで、委託業務の成果の意義や目標を情報発信し、

社会全体の変革を促すメッセージを不断に発信する。」とする。 

 

きるものとし、乙はあらかじめこれに同意するものとする。 

７ 甲は、共有知的財産権の自己持分を放棄する場合は、その旨を乙に通知するもの

とする。 

８ 甲、乙又は甲乙共同して、第三者に対して共有知的財産権の利用許諾を行う場合

は（以下当該第三者を「利用許諾先」という。）、あらかじめ利用許諾先との間で次

に掲げる事項を合意しなければならない。 

 一 甲又は乙は、共有知的財産権の自己持分を利用許諾先の承認を得ることなく、

放棄できること（ただし、甲又は乙が利用許諾先に対して１年以下の知的財産権維

持義務を負う場合を除く。） 

 二 利用許諾先が共有知的財産権を自ら利用したことにより生じた一切の責任や

損害賠償から甲及び乙が免責されること  

三 利用許諾先の合併、会社分割等の組織再編、事業譲渡、株式譲渡等により、経

営環境又は経営体制に著しい変化が生じた場合に利用許諾契約を解約できること 

 

（経理責任者による適切な経費の使用の確認） 

第７条 乙は、委託業務の実施に要する経費を適切に使用するため、実施計画書に定

められた経理責任者（以下、単に「経理責任者」という。）に別紙に掲げる誓約事

項（以下「誓約事項」という。）を遵守させることとし、経理責任者が誓約事項に

違反した場合には、乙が一切の責任を負うものとする。 

 

（委託業務の成果の情報発信） 

第８条 原約款第２６条第１項中「適切に発表又は公開することとする。」とあるの

は、「適切に発表又は公開するとともに、乙のホームページ等を通じて国民に対し

て分かりやすい形で公開することで、委託業務の成果の意義や目標を情報発信し、

社会全体の変革を促すメッセージを不断に発信する。」とする。 
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（経済産業省への情報提供） 

第９条 乙は、甲が委託業務に関して知り得た一切の情報について、必要に応じて甲

の主務省である経済産業省に対して提供することに同意するものとする。 

 

（再委託先等との契約） 

第１０条 本特別約款は、再委託先及び共同実施先に準用する。ただし、本特別約款

第３条及び第４条、原約款第２７条第２項及び第３項は適用しない。 

 

（業務委託費積算基準） 

第１１条 原約款第１５条第２項中「業務委託費積算基準」とあるのは、「グリーン

イノベーション基金業務委託費積算基準」とする。 

 

（存続条項） 

第１２条 甲及び乙は、委託期間が終了し、又は原約款第３７条、第３８条若しくは

第３９条の規定に基づき本契約が解除された場合であっても、原約款第５２条に

定めるもののほか、次の各号に掲げる条項については、引き続き効力を有するもの

とする。 

一 各条項の対象事由が消滅するまで効力を有するもの。 

第１条第２項、第３条第６項から第 11項まで、第５条、第６条、第８条

から第１０条まで 

 

（翻訳文との関係） 

第１３条 本契約は日本語を正文とする。参考のため英文訳が作成された場合であ

っても、日本語の正文のみが契約としての効力を有し、英文訳にはいかなる効力も

有しないものとする。 

 

（経済産業省への情報提供） 

第９条 乙は、甲が委託業務に関して知り得た一切の情報について、必要に応じて甲

の主務省である経済産業省に対して提供することに同意するものとする。 

 

（再委託先等との契約） 

第１０条 本特別約款は、再委託先及び共同実施先に準用する。ただし、本特別約款

第３条及び第４条、原約款第２７条第２項及び第３項は適用しない。 

 

（業務委託費積算基準） 

第１１条 原約款第１５条第２項中「業務委託費積算基準」とあるのは、「グリーン

イノベーション基金業務委託費積算基準」とする。 

 

（存続条項） 

第１２条 甲及び乙は、委託期間が終了し、又は原約款第３７条、第３８条若しくは

第３９条の規定に基づき本契約が解除された場合であっても、原約款第５２条に

定めるもののほか、次の各号に掲げる条項については、引き続き効力を有するもの

とする。 

一 各条項の対象事由が消滅するまで効力を有するもの。 

第１条第２項、第３条第６項から第 11項まで、第５条、第６条、第８条

から第１０条まで 

 

（翻訳文との関係） 

第１３条 本契約は日本語を正文とする。参考のため英文訳が作成された場合であ

っても、日本語の正文のみが契約としての効力を有し、英文訳にはいかなる効力も

有しないものとする。 
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（原約款との関係） 

第１４条 本特別約款に規定しない事項については、原約款の規定を適用する。 

 

附 則 

 この特別約款は、２０２１年５月２４日から施行する。 

 

附 則 

 この特別約款は、２０２２年３月３１日から施行する。 

 

（原約款との関係） 

第１４条 本特別約款に規定しない事項については、原約款の規定を適用する。 

 

附 則 

 この特別約款は、２０２１年５月２４日から施行する。 
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（別紙） 

誓約事項 

 

実施計画書に定める経理責任者は、グリーンイノベーション基金事業に係る委託

業務の実施に要する経費が適切に使用されるために、以下の誓約事項を遵守するこ

とを誓約します。 

 

１．経理責任者は委託業務に実質的に関与しない者とし、委託業務の実施に要す

る経費の適切な使用について、事業者内で責任を負うこと。また、監査法人によ

る監査、内部監査の監査項目として掲げることも含め、本委託業務を監査するこ

とで適切性を担保すること。 

 

２．経理責任者は、実施計画書に記載する適正な経費の使用の確認を行うために、

業務実施者を選任し必要な体制整備を図ること。なお、登録研究員及び研究補助

員（以下「登録研究員等」という。）など委託業務に実質的に関与する者並びに

登録研究員等が指導、監督、監査等を行う者を業務実施者に選任しないこと。 

 

３．経理責任者及び業務実施者（以下「経理責任者等」という。）は、事業者内で

保管された委託業務の実施に要する経費に関する専用の帳簿、支出内容を証明又

は説明する書類、従事日誌・月報を定期的に確認し、上期４～９月分の執行額（提

出日は 11 月末まで）及び当該年度の執行額（（中間）実績報告書に添付して提

出）を「経費発生調書」、「労務費積算書」及び「月別項目別明細表」により機構

に報告すること。確認においては、法令、機構との契約書、業務委託契約約款及

び本特別約款、実施計画書、事務処理マニュアル、事業者内の内規及び購買ルー

ル等と照らして行うこと。 

 

（別紙） 

誓約事項 

 

実施計画書に定める経理責任者は、グリーンイノベーション基金事業に係る委託

業務の実施に要する経費が適切に使用されるために、以下の誓約事項を遵守するこ

とを誓約します。 

 

１．経理責任者は委託業務に実質的に関与しない者とし、委託業務の実施に要す

る経費の適切な使用について、事業者内で責任を負うこと。また、監査法人によ

る監査、内部監査の監査項目として掲げることも含め、本委託業務を監査するこ

とで適切性を担保すること。 

 

２．経理責任者は、実施計画書に記載する適正な経費の使用の確認を行うために、

業務実施者を選任し必要な体制整備を図ること。なお、登録研究員及び研究補助

員（以下「登録研究員等」という。）など委託業務に実質的に関与する者並びに

登録研究員等が指導、監督、監査等を行う者を業務実施者に選任しないこと。 

 

３．経理責任者及び業務実施者（以下「経理責任者等」という。）は、事業者内で

保管された委託業務の実施に要する経費に関する専用の帳簿、支出内容を証明又

は説明する書類、従事日誌・月報を定期的に確認し、上期４～９月分の執行額（提

出日は 11 月末まで）及び当該年度の執行額（（中間）実績報告書に添付して提

出）を「経費発生調書」、「労務費積算書」及び「月別項目別明細表」により機構

に報告すること。確認においては、法令、機構との契約書、業務委託契約約款及

び本特別約款、実施計画書、事務処理マニュアル、事業者内の内規及び購買ルー

ル等と照らして行うこと。 
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４．経理責任者等は、取得財産の設置、運転及び操作状況等の確認並びに機構が

所有する取得財産の標示票を確認すること。 

 

５．経理責任者等は、「NEDO事業遂行上に係る情報管理体制等の確認票」により情

報管理体制の整備状況を確認すること。なお、情報管理体制等に変更が生じた場

合は、機構に整備状況を報告すること。 

 

６．経理責任者は、再委託先及び共同実施先の経理責任者に対して、本誓約事項

を遵守することを誓約させること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．経理責任者等は、取得財産の設置、運転及び操作状況等の確認並びに機構が

所有する取得財産の標示票を確認すること。 

 

５．経理責任者等は、「NEDO事業遂行上に係る情報管理体制等の確認票」により情

報管理体制の整備状況を確認すること。なお、情報管理体制等に変更が生じた場

合は、機構に整備状況を報告すること。 

 

６．経理責任者は、再委託先及び共同実施先の経理責任者に対して、本誓約事項

を遵守することを誓約させること。 
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（４）グリーンイノベーション基金業務委託費積算基準 

第１ 実施計画書、委託費項目別明細表及び支出した委託費を整理するに当たっては、次の通

りとする。 

項             目 
（摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容 

Ⅰ．機械装置

等費 

１．土木・建

築 工 事

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．機械装置

等製作・

購入費 

 

 

 

 

 

 

 

 

プラント等の建設に必要な

土木工事及び運転管理棟等

の建築工事並びにこれらに付

帯する電気工事等を行うのに

要した労務費、材料費、旅

費、交通費、消耗品費、光熱

水料、仮設備費及びその他

の経費 

なお、資産登録が必要なも

のと資産登録が不要なものに

ついて、区分して計上すること

とする。 

 

委託業務の実施に必要な

機械装置、その他備品の製

作、購入又は借用に要した場

合におけるその製造原価又

は購入若しくは借用に要した

経費。ただし、乙の製造による

商品を充てた場合にあって

は、その社内振替価格とする

ことを妨げない。 

なお、資産登録が必要なも

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該項目に計上するも

のは、購入・製作にあっ

ては、その取得価額が１

０万円以上かつ使用可

能期間が１年以上のもの

とする。 

機械装置等を製作す

る場合とは、研究部門の

仕様に基づいて生産部

門で製作設計及び製作

加工することをいい、そ

の経費には次のような経

（４）グリーンイノベーション基金業務委託費積算基準 

第１ 実施計画書、委託費項目別明細表及び支出した委託費を整理するに当たっては、次の通

りとする。 

項             目 
（摘      要） 

大 項 目 中 項 目 内    容 

Ⅰ．機械装置

等費 

１．土木・建

築工事

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ．機械装

置等製

作・購入

費 

 

 

 

 

 

 

 

プラント等の建設に必要な

土木工事及び運転管理棟等

の建築工事並びにこれらに付

帯する電気工事等を行うのに

要した労務費、材料費、旅

費、交通費、消耗品費、光熱

水料、仮設備費及びその他

の経費 

なお、資産登録が必要なも

のと資産登録が不要なものに

ついて、区分して計上すること

とする。 

 

委託業務の実施に必要な

機械装置、その他備品の製

作、購入又は借用に要した場

合におけるその製造原価又

は購入若しくは借用に要した

経費。ただし、乙の製造による

商品を充てた場合にあって

は、その社内振替価格とする

ことを妨げない。 

なお、資産登録が必要なも

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当該項目に計上するも

のは、購入・製作にあって

は、その取得価額が１０万

円以上かつ使用可能期

間が１年以上のものとす

る。 

機械装置等を製作する

場合とは、研究部門の仕

様に基づいて生産部門で

製作設計及び製作加工

することをいい、その経費

には次のような経費を含
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のと資産登録が不要なものに

ついて、区分して計上すること

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

費を含む。（Ⅱに含まれ

るものを除く。） 

① 製作設計費 － 機

械装置等の細部製作

設計に要した労務費

（外注設計の場合にあ

ってはその経費） 

労務費は、製作設計

に直接従事する者の

労務費単価（労務費単

価は当該製作設計に

要した直接労務費及

び間接経費により算出

した乙の実績単価）に

直接作業時間数を乗じ

ることにより算出 

② 製作加工費 － 機

械装置等の製作に要

した直接材料費、加工

費及び直接経費 

(ｲ ) 直接材料費  － 

機械装置等の製作の

ための直接材料、副

材料費及び部品を製

作又は購入した場合

におけるその製造原

価又は購入に要した

経費 

(ﾛ) 加工費 － 機械

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のと資産登録が不要なものに

ついて、区分して計上すること

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

む。（Ⅱに含まれるものを

除く。） 

① 製作設計費  －  機

械装置等の細部製作設

計に要した労務費（外注

設計の場合にあっては

その経費） 

労務費は、製作設計

に直接従事する者の労

務費単価（労務費単価

は当該製作設計に要し

た直接労務費及び間接

経費により算出した乙の

実績単価）に直接作業

時間数を乗じることによ

り算出 

②  製作加工費  － 

機械装置等の製作に

要した直接材料費、

加工費及び直接経費 

(ｲ ) 直接材料費  － 

機械装置等の製作

のための直接材料、

副材料費及び部品

を製作又は購入した

場合におけるその製

造原価又は購入に

要した経費 

(ﾛ) 加工費 － 機械装
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３．保守・改

造 修 理

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①プラント及び機械装置等の

保守（機能の維持管理等）を

必要とした場合における労務

費、旅費、交通費、滞在費、

消耗品費及びその他必要な

経費（ただし、Ⅱ及びⅢの１．

２．及び４．の光熱水料に含

まれるものを除く。）外注を必

要とした場合は、それに要し

装置等の製作に要し

た労務費 

労務費は、加工に直

接従事した者の労務

費単価（労務費単価

は当該加工に要した

直接労務費及び間

接経費により算出し

た乙の実績単価）に

直接作業時間数を乗

じることにより算出 

(ﾊ) 直接経費 － 専

用治工具費、外注加

工費及びその他の直

接経費であって、す

でに(ﾛ) 加工費中の

製造間接費に算入さ

れていないものとす

る。 

ⅰ ) 専用治工具費 

－  機械装置等

の製作に専用す

るための治工具を

製作、購入又は

借用を必要とした

場合におけるそ

の製造原価又は

購入若しくは借用

に要した経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．保守・改

造修理

費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①プラント及び機械装置等の

保守（機能の維持管理等）を

必要とした場合における労務

費、旅費、交通費、滞在費、

消耗品費及びその他必要な

経費（ただし、Ⅱ及びⅢの１．

２．及び４．の光熱水料に含

まれるものを除く。）外注を必

要とした場合は、それに要し

置等の製作に要した

労務費 

労務費は、加工に直

接従事した者の労務

費単価（労務費単価

は当該加工に要した

直接労務費及び間接

経費により算出した乙

の実績単価）に直接作

業時間数を乗じること

により算出 

(ﾊ) 直接経費 － 専

用治工具費、外注

加工費及びその他

の直接経費であっ

て、すでに(ﾛ) 加工

費中の製造間接費

に算入されていない

ものとする。 

ⅰ ) 専用治工具費 

－ 機械装置等の

製作に専用するた

めの治工具を製

作、購入又は借用

を必要とした場合

におけるその製造

原価又は購入若し

くは借用に要した

経費 
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た経費 

 

②プラント及び機械装置等の

改造（主として価値を高め、

又は耐久性を増す場合＝資

本的支出）、修理（主として原

状に回復する場合）を必要と

した場合における労務費、旅

費、交通費、滞在費、消耗品

費及びその他必要な経費

（ただし、Ⅱ及びⅢの１．、２．

及び４．の光熱水料に含まれ

るものを除く。）外注を必要と

した場合は、それに要した経

費 

なお、資産登録が必要なも

のと資産登録が不要なもの

について、区分して計上する

こととする。 

ⅱ) 外注加工費 － 

機械加工、部品

組立、配線、メッ

キ 、酸洗い、保

温、又は耐酸、耐

熱、耐水ライニン

グ若しくは塗装等

の外注に要した

経費 

ⅲ) その他の直接経

費  －  ⅰ )から

ⅱ)までに掲げる

経費以外の経費 

③ 添付品費 － 機械

装置等に組み込まれる

各種機器類等であっ

て、上記直接材料費中

の部品費として計上す

ることが適当でないも

のを製作又は購入した

場合におけるその製造

原価又は購入に要した

経費 

④ 運搬費 － 機械装

置等の梱包及び運送

を外注することが必要

な場合、これに要した

経費 

⑤ 据付費 － 機械装

た経費 

 

②プラント及び機械装置等の

改造（主として価値を高め、

又は耐久性を増す場合＝資

本的支出）、修理（主として原

状に回復する場合）を必要と

した場合における労務費、旅

費、交通費、滞在費、消耗品

費及びその他必要な経費

（ただし、Ⅱ及びⅢの１．、２．

及び４．の光熱水料に含まれ

るものを除く。）外注を必要と

した場合は、それに要した経

費 

なお、資産登録が必要なも

のと資産登録が不要なもの

について、区分して計上する

こととする。 

ⅱ) 外注加工費 － 

機械加工、部品

組立、配線、メッ

キ、酸洗い、保

温、又は耐酸、

耐熱、耐水ライ

ニング若しくは塗

装等の外注に要

した経費 

ⅲ) その他の直接経

費 － ⅰ)からⅱ)

までに掲げる経費

以外の経費 

③ 添付品費 － 機械

装置等に組み込まれる

各種機器類等であっ

て、上記直接材料費中

の部品費として計上す

ることが適当でないもの

を製作又は購入した場

合におけるその製造原

価又は購入に要した経

費 

④ 運搬費 － 機械装

置等の梱包及び運送を

外注することが必要な

場合、これに要した経

費 

⑤ 据付費 － 機械装
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置等の現地据付を外

注することが必要な場

合、これに要した経費 

 

 

保守費とは、法定点

検、定期点検及び日常

のメンテナンス等に要し

た経費をいい、工事を伴

わないものをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

改造費とは、次のような

経費をいう。 

① 装置等の価値を高め

又は耐久性を増す場

合の通常の取替（原

状回復）の費用を超

えた経費 

② 改造か修理か明らか

でない場合であっ

て、その経費が６０万

円以上又はその装置

等の前期末における

置等の現地据付を外注

することが必要な場合、

これに要した経費 

 

 

保守費とは、法定点検、

定期点検及び日常のメン

テナンス等に要した経費を

いい、工事を伴わないもの

をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

改造費とは、次のような経

費をいう。 

③ 装置等の価値を高め

又は耐久性を増す場

合の通常の取替（原状

回復）の費用を超えた

経費 

④ 改造か修理か明らか

でない場合であって、

その経費が６０万円以

上又はその装置等の

前期末における取得
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取得価額の１０％を

超えたとき、その経費 

修理費とは、次のような

経費をいう。 

① 装置等の原状回復に

要した経費（移設費、

解体費を含む） 

② 装置等の価値を高め

又は耐久性を増す場

合であるが、その経

費が１０万円未満の

場合の経費 

③ 改造か修理か明らか

でない場合であっ

て、その経費が６０万

円未満のとき又はそ

の装置等の前期末に

おける取得価額の１

０％以下であるとき、

その経費 

Ⅱ．労務費 １．研究員費 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託業務に直接従事した研

究者、設計者及び工員等（以

下「研究員」という。）の労務費

は、原則として甲が別に定める

健保等級に基づく労務費単価

表（時間単価用）の単価に基

づき算定する。 

ただし、以下に掲げる場合

はこの限りではない。 

 

価額の１０％を超えた

とき、その経費 

修理費とは、次のような経

費をいう。 

④ 装置等の原状回復に

要した経費（移設費、

解体費を含む） 

⑤ 装置等の価値を高め

又は耐久性を増す場

合であるが、その経費

が１０万円未満の場合

の経費 

⑥ 改造か修理か明ら

かでない場合であっ

て、その経費が６０

万円未満のとき又は

その装置等の前期

末における取得価

額の１０％以下であ

るとき、その経費 

Ⅱ．労務費 １ ．研究員

費 

 

 

 

 

 

 

 

委託業務に直接従事した研

究者、設計者及び工員等（以

下「研究員」という。）の労務費

は、原則として甲が別に定める

健保等級に基づく労務費単価

表（時間単価用）の単価に基

づき算定する。 

ただし、以下に掲げる場合

はこの限りではない。 
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①当該委託業務において申

告したエフォートにて従事させ

る旨、乙から証明がなされた研

究員（以下「エフォート専従者」

という。）の場合は、労務費単

価表（エフォート専従者用）の

月額に申告したエフォートを乗

じて算出すること。 

健保等級を適用する者の労

務費の算定においては、法定

福利費（健康保険料及び雇用

保険料等の雇用主負担分）を

含めることとする（出向契約書

等により出向先が法定福利費

を負担していることが確認可

能な場合の出向契約者を含

む）。 

ただし、上記以外の出向契

約者及び国民健康保険加入

者を健保等級適用者として取

り扱う場合は、法定福利費を

含めない。 

なお、労務費単価表の適用

及び①の方法による算出が困

難であると甲があらかじめ了解

した場合には、乙が国の委託

事業において使用している受

託規定に基づき算出すること

もできる。この場合において、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①当該委託業務において申

告したエフォートにて従事させ

る旨、乙から証明がなされた研

究員（以下「エフォート専従者」

という。）の場合は、労務費単

価表（エフォート専従者用）の

月額に申告したエフォートを乗

じて算出すること。 

健保等級を適用する者の労

務費の算定においては、法定

福利費（健康保険料及び雇用

保険料等の雇用主負担分）を

含めることとする（出向契約書

等により出向先が法定福利費

を負担していることが確認可

能な場合の出向契約者を含

む）。 

ただし、上記以外の出向契

約者及び国民健康保険加入

者を健保等級適用者として取

り扱う場合は、法定福利費を

含めない。 

なお、労務費単価表の適用

及び①の方法による算出が困

難であると甲があらかじめ了解

した場合には、乙が国の委託

事業において使用している受

託規定に基づき算出すること

もできる。この場合において、
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２．補助員費 

Ⅰに含まれるものを除く。 

②海外の先端技術の取り込み

や国際共同研究・実証を推進

するなどのために必要であり、

上述の方式による算定が困難

である場合には、受託者の定

める基準に基づき算定できる

ものとする。 

 

委託業務に直接従事したア

ルバイト、パート等の経費（た

だし、Ⅰに含まれるものを除

く。） 

Ⅲ．その他

経費 

 

１．消耗品費 

 

 

 

 

２．旅費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託業務の実施に直接要し

た資材、部品、消耗品等の製

作又は購入に要した経費 

 

 

①委託業務を実施するため特

に必要とした研究員及び補助

員の旅費、滞在費、交通費 

②登録委員、外部有識者、外

部専門家が、委託業務の実施

に必要な知識、情報、意見等

の収集のための国内、海外調

査に要した経費で旅費、滞在

費、交通費 

③乙が再委託先又は共同実

施先に対して行う検査に要す

機械装置、その他備品

等でその取得価額が１０

万円未満又は使用可能

期間が１年未満のものを

含み、研究者等が通常

使用する事務用品等の

消耗品は除く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ ．補助員

費 

Ⅰに含まれるものを除く。 

②海外の先端技術の取り込み

や国際共同研究・実証を推進

するなどのために必要であり、

上述の方式による算定が困難

である場合には、受託者の定

める基準に基づき算定できる

ものとする。 

 

委託業務に直接従事したア

ルバイト、パート等の経費（た

だし、Ⅰに含まれるものを除

く。） 

Ⅲ．その他

経費 

 

１ ．消耗品

費 

 

 

 

 

２．旅費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委託業務の実施に直接要し

た資材、部品、消耗品等の製

作又は購入に要した経費 

 

 

①委託業務を実施するため特

に必要とした研究員及び補助

員の旅費、滞在費、交通費 

②登録委員、外部有識者、外

部専門家が、委託業務の実施

に必要な知識、情報、意見等

の収集のための国内、海外調

査に要した経費で旅費、滞在

費、交通費 

③乙が再委託先又は共同実

施先に対して行う検査に要す

機械装置、その他備品

等でその取得価額が１０万

円未満又は使用可能期間

が１年未満のものを含み、

研究者等が通常使用する

事務用品等の消耗品は除

く。 
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３．外注費 

 

 

 

４．諸経費 

 

る国内旅費 

 

委託業務実施に直接必要な

データの分析及びソフトウェ

ア、設計等の請負外注に係る

経費 

 

以上の各経費のほか、特に

必要と認められる経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例示すれば、以下のと

おりである。 

1) 光熱水料  －  委託

業務の実施に直接使

用するプラント及び機

械装置等の運転等に

要した電気、ガス及び

水道等の経費 

2) 会議費  －  委託業

務実施に直接必要な

会議の開催に要した

経費。ただし、乙の研

究員のみによる会議、

会合に要した経費は

除く。 

3) 通信費  －  委託業

務の実施に直接必要

な通信・電話料 

4) 借料  －  委託業務

の実施に直接必要な

現場事務所賃借料、

 

 

３．外注費 

 

 

 

４．諸経費 

 

る国内旅費 

 

委託業務実施に直接必要な

データの分析及びソフトウェ

ア、設計等の請負外注に係る

経費 

 

以上の各経費のほか、特に

必要と認められる経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例示すれば、以下のと

おりである。 

1) 光熱水料 － 委託業

務の実施に直接使用

するプラント及び機械

装置等の運転等に要し

た電気、ガス及び水道

等の経費 

2) 会議費 － 委託業務

実施に直接必要な会

議の開催に要した経

費。ただし、乙の研究

員のみによる会議、会

合に要した経費は除

く。 

3) 通信費 － 委託業務

の実施に直接必要な

通信・電話料 

4) 借料 － 委託業務

の実施に直接必要な

現場事務所賃借料、
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車両借上費等、乙又

は第三者所有の実験

装置、測定機器その

他の設備、備品及び

電子計算機の使用

（社内単価又は外注

による場合の契約単

価とする。）等に要し

た経費 

5) 図書資料費  －  委

託業務の実施に直接

必要な図書資料購入

費 

6) 通訳費・翻訳費  － 

委託業務の実施に直

接必要な海外出張等

における通訳雇用に

要した経費及び翻訳

費 

7) 運送費  －  委託業

務の実施に直接必要

な送付（運搬を含む）

に要した経費 

8) 委員会費  －  委託

業務の実施に必要な

知識、情報、意見等

の交換、検討のため

の委員会開催、運営

に要した委員等謝

車両借上費等、乙又

は第三者所有の実

験装置、測定機器そ

の他の設備、備品及

び電子計算機の使

用（社内単価又は外

注による場合の契約

単価とする。）等に要

した経費 

5) 図書資料費 － 委

託業務の実施に直

接必要な図書資料

購入費 

6) 通訳費・翻訳費 － 

委託業務の実施に

直接必要な海外出

張等における通訳雇

用に要した経費及び

翻訳費 

7) 運送費 － 委託業

務の実施に直接必

要な送付（運搬を含

む）に要した経費 

8) 委員会費 － 委託

業務の実施に必要な

知識、情報、意見等

の交換、検討のため

の委員会開催、運営

に要した委員等謝
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金、委員等旅費、会

議費、会議室借上

費、消耗品費、資料

作成費、その他の経

費 

9) 学会等参加費・論文

投稿料  －  委託業

務の実施に必要な知

識、情報、意見等の

交換のための学会等

への参加費（学会等

に参加するための旅

費は除く。）及び成果

に関する論文投稿に

係る経費 

10)報告書等作成費 － 

成果報告書の電子フ

ァイル作成費及び資

料等の印刷・製本に

要した経費 

11)キャンセル料 － 委

託業務の実施に必要

な旅費のキャンセル

料（やむを得ない事情

からキャンセル料が認

められる場合のみ） 

 

 

 

金、委員等旅費、会

議費、会議室借上

費、消耗品費、資料

作成費、その他の経

費 

9) 学会等参加費 － 委

託業務の実施に必要

な知識、情報、意見等

の交換のための学会

等への参加費（学会等

に参加するための旅

費は除く。） 

 

 

 

10)報告書等作成費  － 

成果報告書の電子フ

ァイル作成費及び資料

等の印刷・製本に要し

た経費 

11)キャンセル料 － 委

託業務の実施に必要

な旅費のキャンセル料

（やむを得ない事情か

らキャンセル料が認め

られる場合のみ） 
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Ⅳ．間接経

費 

 

 上記経費を除く委託業務の

実施に伴う乙の管理等に必要

な経費 

 

１ 間接経費の算定は、

経費総額（Ⅰ～Ⅲ）

に間接経費率を乗

じて行うことを原

則とする。 

２ 間接経費率は、原則

１０％とするが、こ

の率を下回る率を

用いるときは、その

率とする。ただし、

次項３に該当する

中小企業及び次項

４に該当する技術

研究組合等につい

ては、間接経費率は

２０％（甲が別に指

示する場合はその

率）とし、この率を

下回る率を用いる

ときは、その率とす

る。 

３ 前項のただし書き

に定める中小企業

は、中小企業基本法

第２条に該当する

法人とする。ただ

し、中小企業基本法

第２条に該当する

法人であっても甲

Ⅳ．間接経

費 

 

 上記経費を除く研究現場で

の事務・人件費、設備損料、

工場管理費、本社経費等の間

接経費 

 

１ 間接経費の算定は、

経費総額（Ⅰ～Ⅲ）

に間接経費率を乗じ

て行うことを原則と

する。 

２ 間接経費率は、原則

１０％とするが、こ

の率を下回る率を

用いるときは、その

率とする。ただし、

次項３に該当する

中小企業及び次項

４に該当する技術

研究組合等につい

ては、間接経費率は

２０％（甲が別に指

示する場合はその

率）とし、この率を

下回る率を用いる

ときは、その率とす

る。 

３ 前項のただし書き

に定める中小企業

は、中小企業基本法

第２条に該当する

法人とする。ただ

し、中小企業基本法

第２条に該当する

法人であっても甲
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が別に定める「みな

し大企業等」に該当

する場合は、中小企

業に該当しないも

のとする。 

４ 第２項のただし書

きに定める技術研

究組合等は、当該組

合の組合員である

会社法に定める会

社のうち、３分の２

以上が中小企業基

本法第２条に該当

する法人で構成す

る組合とする。ただ

し、中小企業基本法

第２条に該当する

法人であっても甲

が別に定める「みな

し大企業等」に該当

する場合は、中小企

業に該当しないも

のとする。 

５ 第２項のただし書き

に定める中小企業

及び技術研究組合

等の判定に当たっ

ては、次のとおりと

する。 

が別に定める「みな

し大企業等」に該当

する場合は、中小企

業に該当しないも

のとする。 

４ 第２項のただし書

きに定める技術研

究組合等は、当該組

合の組合員である

会社法に定める会

社のうち、３分の２

以上が中小企業基

本法第２条に該当

する法人で構成す

る組合とする。ただ

し、中小企業基本法

第２条に該当する

法人であっても甲

が別に定める「みな

し大企業等」に該当

する場合は、中小企

業に該当しないも

のとする。 

５ 第２項のただし書き

に定める中小企業及

び技術研究組合等の

判定に当たっては、

次のとおりとする。 
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一.契約の締結時

は、契約を締結

する事業年度

の４月１日時

点における最

新のデータか

ら判断するも

のとする。ただ

し、契約を締結

する事業年度

の４月１日時

点で設立され

ていない企業

及び技術研究

組合等は、甲が

別に定めると

ころによる。 

二.複数年契約に

おける次年度

分は、次年度４

月１日時点に

おける最新の

データで判断

する。 

６ 総合科学技術・イノ

ベーション会議に登

録されている競争的

資金制度の事業につ

いては、別に定める

一 .契約の締結時

は、契約を締結

する事業年度の

４月１日時点に

おける最新のデ

ータから判断す

るものとする。

ただし、契約を

締結する事業年

度の４月１日時

点で設立されて

いない企業及び

技術研究組合等

は、甲が別に定

めるところによ

る。 

 

二.複数年契約にお

ける次年度分

は、次年度４月

１日時点におけ

る最新のデータ

で判断する。 

 

６ 総合科学技術・イノベ

ーション会議に登録

されている競争的資

金制度の事業につい

ては、別に定めるとこ



グリーンイノベーション基金事業に関する特別約款（新） グリーンイノベーション基金事業に関する特別約款（旧） 

ところにより、間接

経費率３０％を上限

とすることができ

る。 

Ⅴ．再委託

費・共同

実施費 

 再委託費又は共同実施費

は、委託業務の一部につい

て、乙以外の者に再委託又は

共同実施するのに要した経

費。 

当該経費の算定に当たって

は、上記ⅠからⅣに定める項

目又は甲が別に定める積算基

準の項目に準じて行う。 

再委託及び共同実施

の額は、原則として乙と

の契約金額の５０％未

満とすること。 

第２ 経費算定の対象とする支出額は、原則として、委託期間中に委託業務を行うに当た

って発生し、かつ、支払われた経費とし、委託期間外に発生又は支払われた経費は

認めないものとする。ただし、次の各号の一に該当するものについては、この限りでな

い。 

１  委託期間中に発生し、かつ、その経費の額が確定しているものであって、委託

期間中に支払われていないことについて相当の事由があると認められるものの

うち、その支払期限が委託期間終了日の翌月末日までのもの。 

２  委託期間中に直接従事した時間に要する労務費、製作設計費及び加工費。 

第３ 公募要領等で委託費の対象外と指定した項目及び経費については、経費算定の対

象とする支出額には含めないものとする。 
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